
沖縄情報通信史年表　2001年
　桑原政則

	2001年1月1日　　　市町村

	自治体へのアンケート／25年後の市町村主要プロジェクト(IT関係)

＜Memo＞沖縄市：国際的情報通信拠点の形成、宜野湾市：IT産業、宜野座村：IT産業工業団地整備、佐敷町：情報関連産業、下地町：ITによる農業、観光振興、平良市：IT産業、南大東村：情報通信整備。

沖縄市に注目、那覇市、名護市は情報通信への言及なし。

	2001年1月1日


	企業誘致は、アジアに学ぶべきだ／知名洋二・県経営者協会会長

「復帰二十八年で、沖縄が本土と同水準に近づいたのはインフラだけ。沖縄経済は中身が伴わず、自立できる状態ではない。服は着たものの、歩くことを知らない」「人材育成は不可欠。台湾は米国、日本に多くの人間を送り、人材を育て、IT産業を伸ばしてきた」「沖縄は他県だけを見るのでなく、東南アジア、中国を見なければならない」「沖縄人は、養殖場のいけすの中でえさを待つ魚ではなく、大海で食っていける魚にならなくてはならない」

	2001年1月12日
ミュージック・エクスプレス

那覇市　


	総合事務局／ベンチャー支援／新事業創出促進法で 

　沖縄総合事務局はミュージック・エクスプレス(古川晃司)の新事業分野計画を新事業創出促進法に基づき認定した。

＜Memo＞同社はネットに対応した通信カラオケ機器を製造・販売。

　http://ogb.go.jp/move/oshirase/press/musicex.htm

	2001年1月12日　糸満市


	糸満市／情報システムが稼働／電子メールで市へ要望も 

糸満市 XE "糸満市" \y "いとまんし" は市のホームページを通し、行政情報と市立中央図書館の情報を検索できる情報システムの使用を始めた。同システムは地域インターネット導入促進事業

	2001年1月20日

	ＩＴ産業／３０％は地方にも集積／那覇市 XE "那覇市" \y "なはし" 

 XE "那覇市" \y "なはし" は１０８事業所で４１位 

　コンピューターソフトの開発などソフト系のＩＴ産業事業所の約三○％は地方都市にも立地していることが、国土交通省の調査で判明。

＜Memo＞都市別では那覇市は百八事業所で四十一位。

	2001年1月27日　名護市


	名護市／「地域イントラネット」整備／西日本で初の導入

名護市は市役所と市内の公共施設を光ファイバーなどで結び、テレビ会議や各種情報を発信する「地域イントラネット」を整備した。
＜Memo＞市役所、市マルチメディア館、北部地区医師会病院、名桜大学、市観光協会、市内五十五区の公民館や学校、病院などにも光ファイバーや広域無線設備を設置。同事業の導入は西日本で初めて。


沖縄市／ネットで健康相談／老若男女を対象／介護要らず目指す 

	　沖縄市はホームページに健康講座を開設、電子メールなどを用いて双方向で相談できる全国でもユニークな取り組みを始める。

＜Memo＞郵政省の地域インターネット導入促進事業の一環。ネット上に見あたらず。
	

	2001年2月8日
ＮＶＯ

北谷町 XE "北谷町" \y "きただにまち" 

 XE "北谷町" \y "ちゃたんちょう" 　


	ノースバレー主宰　照屋林賢／起業家をサポート／ネット生かし講師招く 

　「North Valley Okinawa」（ＮＶＯ）はマルチメディアに関心のある人や起業家、投資家が集い交流する場として一九九九年にスタート。

＜Memo＞渋谷のビットバレーを参考に、北谷だから名称はノースバレーにしたという。　http://nvokinawa.net/

	2001年2月14日
嘉手納町


	地域ネットの供用開始／双方向で情報提供／嘉手納町 

＜Memo＞役場庁舎と公民館、郵便局などをインターネットで結び、行政と住民が問い合わせや相談など双方向で情報をやり取りするもの。

	2001年02月17

名護１０４センター

名護市


	ＮＴＴ東・西／東京番号案内名護へ移管／スタッフ３０人雇用／北部振興策へ協力 

　東京・立川地域から発信される一日あたり約一万千件の電話番号案内業務が名護１０４センターに移管される。

＜Memo＞現在、東京（港、世田谷、渋谷、新宿など）からの問い合わせ一日約十万件を沖縄（那覇）１０４センタで、約二万件の県内からの問い合わせを名護１０４センタで受け付けている。ＮＴＴでは、沖縄１０４センタで約五百人、名護センタで約七十人の雇用を創出した。

	2001年2月19日
恩納村


	地域インターネット導入へ／わがまちの情報瞬時に伝えます／恩納村 

恩納村は村役場の各課と公民館などの公共施設をネットワークでつなぐ「地域インターネット」を導入した。

	2001年3月2日

雇用能力開発機構沖縄センター
	雇用能力開発機構沖縄センター／ＩＴ訓練実施／求職者に講座も 

雇用能力開発機構沖縄センターは一万八千人に、来年三月まで能力や職務に応じた訓練を行う。

	2001年3月

	フロム沖縄事業詳細報告書

＜Memo＞　http://from.mm.pref.okinawa.jp/hp/h12n_h.html

	2001年3月2日
豊見城
	豊見城村役所ＨＰ開設／話題、情報を瞬時に

　豊見城村役所は、ホームページ「豊見ネット（仮称）」を開設した。

	2001年3月6日

日銀那覇支店


	日銀那覇支店リポート／情報化進まぬ県内企業／産業の転換が必要 

リポートはコールセンター中心から、より広がりのある深い情報産業への転換や専門性を持つ人材の育成、沖縄のインフラメリットを生かすことなどを提起。 

＜Memo＞沖縄の情報通信産業の特長は次の通り。

· コールセンター中心のサービスが多い。

· 半導体等の製造工場がない。

· 経営規模が小さく、下請け的な業務が多く、創造的な事業が少ない。

情報化が進まない理由

· 中小零細が多い。

· 取引先は県内の割合が高い。

· 情報通信ニーズが少なく、ネット導入コストに見合うメリットが少ない。

· 県外との交流の機会が少なく、新しい動きへの順応性が低い。

	2001年3月12日

	名護でフォーラム／アジア自貿圏構築を／民間に任せ、市場創出 を

　政府と民間の役割分担について大星公二（ＮＴＴドコモ会長）「新しい市場の創出は民間に任せ、その弊害になる規制を外すのが政府の役割。携帯電話を音声中心からデータ通信ツールに変えたｉモードの例で分かるように、競争の中から新しい発想は生まれると市場構築は民間主導で進めるべきだ」

	2001年3月20日

名護市マルチメディア館


	シリーズ／名護市の挑戦／進むＩＴ拠点化／政府の支援で機器充実 

　名護市の総事業費九億二千六百六十万円を投じたマルチメディア館は、名護市のＩＴ産業の集積拠点となっている。

＜Memo＞建物面積二千七百五十四平方㍍にある九つのインキュベータールームは、先端ＩＴ関連企業や研究所で満杯。別棟にあるＮＴＴ―ＤＯでは、百二十人の若い女性たちが働く。〇〇年九月には通信・放送機構（ＴＡＯ）の「沖縄情報通信研究開発支援センター」も併設。

	2001年3月21日

県


	沖縄県／新たな沖縄振興に向けた基本的な考え方 ／稲嶺知事

＜Memo＞

http://www2.pref.okinawa.jp/492567590030eac1/ff0c40415d2ff41549256732002e856a/8856aeb35d8a70d049256a16002e82e7?OpenDocument


	　琉僑ネットジャパン（東京、小嶺宏）は、ゲーム感覚で英語が覚えられる体験型教育ソフト「ＥＺ―ＴＡＬＫ（イーゼット・トーク）」の受注販売を始めた。

＜Memo＞「ＥＺ―ＴＡＬＫ」は嘉手納外語塾(上間政行)が提唱する語学修得システム「上間理論」に基づく教育ソフト。
	

	2001年3月23日

ブロードバンドシティ沖縄

沖縄市　


	１２０施設結び動画通信／イントラ事業が決定／沖縄市 

沖縄市内の百二十の公共施設を超高速光ケーブルで結び、動画で同時に対話できる「ブロードバンドシティ沖縄」事業が決定。

＜Memo＞この事業で市は市内小中高校二十三校すべての教室にパソコンを配置、動画で電子会議などが可能に。

	2001年3月24日
嘉手納町


	１３０万人の設計図・新しい沖縄のかたち／嘉手納の夢／゛脳耕゛で人材育成 

　嘉手納町マルチメディアセンターの雇用は六社の従業員数百九十二人（今年一月現在）のうち、町内からの雇用は二十人にとどまっている。 
＜Memo＞その理由は、高技術に対応できる人材が不足。沖縄は「十年、二十年前の台湾を追いかけているにすぎない」という。

	2001年3月25日
宜野座村


	宜野座村に２０億円交付／サーバーファーム事業で 

　通産省と郵政省は宜野座村のサーバーファーム整備事業に対し、補助金二十億百五十四万円を交付した。約六百人の雇用創出を見込んでいる

＜Memo＞サーバーファーム事業は、高度なコールセンターやデータセンター誘致のための大規模インキュベーション施設（企業化育成機関）を整備するもの。 

	2001年3月25日

	「ＩＴ革命」で講演／稲垣純一／県経営者協合同業種部会 

「農業革命は百年単位、産業革命は十年単位で格差が広がったが、ＩＴ革命は一年で格差が広がる」「パソコンを学ぶからパソコンで学ぶ時代になった」「一年で格差が広がるということは逆に追いつくのも早いということ」


１３０万人の設計図／コールセンター／新規雇用が２４５６人 


	「シフト制で時給七百円というのは、外食産業のアルバイトと変わらない」
	

	2001年3月26日

	１３０万人の設計図／行政依存からの脱却を／若者の起業家精神に期待 

　〇一年三月発表のポスト三次振計の基本方針「新たな沖縄振興に向けた基本的な考え方（案）」の中で県は、情報通信産業振興のための最重要課題である人材の確保」について以下をあげる。
01) 産・学・行政の連携

02) 小中高校生の情報教育の強化 
03)長期的視点に立った県民の情報リテラシーの向上

04) 県立芸大でのＩＴ関連などの教育強化・充実

05) 専修学校での企業ニーズに対応した即戦力となる人材育成の促進
＜Memo＞日本オラクル沖縄支社長の中村寛治は沖縄県のＩＴ戦略に憤りをみせる。「結局は人ですよ。想像力を発揮し、新事業を開拓できる人材を、数人でいいから育てること」「ＩＴ専門家の育成システムこそが不可欠」「ＩＴ時代は沖縄の若者も世界中の若者と勝負していかなければ職を手にできない大競争時代」「政府が手厚い雇用政策を展開しているが、温室の中でいくら育てても、世界に通用する人材にはならない」

「若者が行政依存から民間依存に早く脱皮できるようにエールを送りたい」

	2001年3月31日
県


	沖縄ＩＴシンポ／人材育成で機関を一体化／地域の特色を生かす

　稲嶺知事 XE "稲嶺知事" \y "いなみねちじ" 

 XE "稲嶺知事" \y "いなみねちじ" は、ＩＴ発展のための人材育成として（１）県内各機関の一体化（２）地域の特色を生かす（３）高度ＩＴ人材育成機関の整備（４）国の人材育成機関との連携（５）これらの施策を通じた日本、アジアへの貢献などの方針策定に取り組むことを表明。


研究開発で３社を認定／新支援事業／県商工労働部 


ハブス「編集ソフトウエアおよびコンテンツ配信システムの開発」　文字と動画を連動させたインターネット上のコンテンツ配信 


日本シーサー「他言語国際ｅモール・エクスチェンジ・ポイント事業」　好みの言語と通貨によるインターネット上のショッピングモールを構築 


沖創工「無線ＬＡＮシステム構築の技術習得に努め、広い事業展開」　通信工事技術者のノウハウを生かし、安価で構築できる無線ＬＡＮシステムに結び付けた事業展開 

	· 　
＜Memo＞三社のURLが見あたらず。
	

	2001年4月
県


	「新たな沖縄振興に向けた基本的な考え方」案の見方／清成忠男 

「地域振興の王道は、地域住民が担い手となる内発的振興である。政策的には、内発的振興を支援するという手法が望ましい。企業家の招致を進めてみてはどうか。成功した企業家がロールモデル（手本）となり、県内からの企業家の輩出が期待できる」

	2001年4月6日
嘉手納町


	金口木舌／人材育成に熱心な嘉手納町／台湾IT産業から学ぶ

　台湾IT産業を視察した嘉手納町の人の感想。「台湾IT業界に英語も自在にこなす有能な若手が多数いる」「台湾政府は二十年も前からハイテク産業を成功させるため取り組んできた」「米国シリコンバレーにいた多くの優秀な台湾人を、所得保証や居住環境整備などで呼び戻し、企業には五年間の法人税完全免除を実施した」「新竹地区で展開した狙いは的中、その後、ハードウエアがコスト競争に入ると、今度は南港地区で「ソフトウエア産業五年発展計画」に乗り出した」「米国留学生が年間二、三万人おり、それが豊富な人材を生み出している」

	2001年4月7日

宮古テレビ

平良市


	県内初の新世代地域ＣＡＴＶ／平良市で運用／ファイバーでネット事業展開 

総務省、平良市の補助を受け、第三セクターの宮古テレビ（藤村明憲）が進めてきた「新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業」が運用を開始した。光ファイバーケーブルやＬＡＮ装置を用いた情報通信基盤が同市内に整備された。

＜Memo＞県内初の取り組み。 

	2001年4月8日


	新振計の議論掘り下げを／制度の中身に斬り込み不足／富川盛武 XE "富川盛武" \y "とみかわもりたけし" 

 XE "富川盛武" \y "とみかわもりたけ"  

　「新たな産業として、情報通信産業が取り上げられている。ＩＴが産業システムをコペルニクス的に変化させており、取り入れるのは当然である。しかし、ＩＴは全国津々浦々、否、世界中が取り組んでおり、最も国際競争の厳しい業種である。沖縄に根付くＩＴ産業はどのようなものか、明りょうではない。コールセンターレベルでは本格的ＩＴ産業とは言えまい」

	2001年4月10日
ｉＤＣ

那覇市　


	インターネットデータセンター／那覇―東京直結／使用料は８割安 

　インターネットデータセンター（ｉＤＣ）は、那覇市と東京都を直結する大容量高速通信回線（百五十五Ｍｂｐｓ）の運用を開始すると発表した。現行より八割安で提供。 
＜Memo＞大容量データ運用業務は、金融機関やｅコマース、画像配信業者を県内に誘致する上で不可欠。


ＤＭＦ社／５社に第三者割当増資／「ソフトバンク」の傘下に 


　デジタルメディアファクトリー（那覇市、稲泉誠社長、ＤＭＦ）は、ソフトバンクグループの傘下に入った。


＜Memo＞ＤＭＦ社の魚のＣＧを制作する技術は日本一。

	
	

	2001年4月13日

マルチメディ・テクノセンター

糸満市
	新産業創出に期待／マルチメディア・テクノセンター／ 

ＴＡＯのマルチメディアテクノセンターが、糸満市にオープンした。＜Memo＞大容量のデータ通信が可能。 

	2001年4月13日
玉城村
	「グスクと水の里」世界へ／ホームページ開設／玉城村 

玉城村のホームページが完成した。

	2001年4月14日
クレスト

嘉手納町
	人材育成へ学校を開設／ソフト開発のクレスト 

　クレスト XE "クレスト" \y "くれすと" 

 XE "クレスト" \y "くれすと" は、アプリケーションエンジニア養成を目的に「嘉手納情報通信技術学校」を開校した。「われわれは技術者が命。人材が集まらなければ、自給自足でやろうと学校を始めた」(池原社長)。

＜Memo＞　http://www.crest-ryukyu.co.jp/　クレスト

	2001年4月15日
座間味村
	座間味ネット開通／全国に情報発信観光需要拡大へ 

　座間味村で「座間味村アイランダーズネット」の開通式が催された。


　「長年ハンディを押し付けられてきた離島こそ、ＩＴ革命のメリットを享受すべきである」

	
	

	2001年4月19日
沖縄県デジタル化推進事業協同組合

企業
	県内４企業／デジタル推進組合設立／行政手続き電子化へ
　文書や図面などの情報を電子化、ファイリングして行政サービスを効率化することを目的に、沖縄県デジタル化推進事業協同組合 XE "沖縄県デジタル化推進事業協同組合" \y "おきなわけんでじたるかすいしんじぎょうきょうどうくみあい" 

 XE "沖縄県デジタル化推進事業協同組合" \y "おきなわけんでじたるかすいしんじぎょうきょうどうくみあい" が設立。

＜Memo＞アイオニクス沖縄（浦添市）、沖縄デジタルセンター（那覇市）、スピア（中城村）、南西マイクロ（那覇市）のＩＴ関連企業四社で構成。

　http://www.nansei-m.co.jp/odfp/

	2001年4月22日

	けいざい風水／安価で質が高い学習可能／ｅラーニング
「職場や自宅に居ながらにして、安価で質の高い学習を可能にした「ｅラーニング」が注目されています。その背景には、集合研修に比べ約半分のコストで済むことや、変化の激しさに対応する機動力ある研修が可能なこと、これまで以上の効果的な研修が求められていることなどが挙げられ、スピード、品質、低コストが重視される今の時代にマッチした次世代学習法といわれています。」

	2001年4月22日
リュウアイ

那覇市
	日曜インタビュー／日本ＩＢＭ／沖縄は国内第３の拠点
　「那覇は、川崎、幕張に続く国内第三の拠点。リュウアイはｅビジネスの提案、見積もり、契約、製造手配、出荷、請求というすべての過程のサポートを行っており、日本ＩＢＭの事務プロセスに付随する売り上げ一兆四千億円の八割を担っている」（大野裕児社長）
＜Memo＞同社は、県内採用スタッフの約九八％の定着率を維持。

　http://www.ryui.co.jp/index_ie.html

	2001年4月24日
サザンウイング

宜野湾市
	プログラマー養成講座開設／サザンウイング 

　ソフトハウス サザンウイング(宮城浩之)は、プログラム言語（ＪＡＶＡ）の講座を開設。 
＜Memo＞　http://www.sazan-w.co.jp/

	2001年4月25日
ＮＴＴ西日本沖縄支店

那覇市
	フレッツＡＤＳＬ／サービス開始 

　ＮＴＴ西日本沖縄支店は高速インターネット通信料定額サービス「フレッツ・ＡＤＳＬ」を那覇市の一部地域で開始。

＜Memo＞従来の約三十倍の速さでデータを取り込める。

　http://www.ntt-west.co.jp/okinawa/

	2001年4月26

産業支援センター

県　
	産業支援センター落成式／沖縄振興の中核に／ＩＴ技術者研修施設も 

沖縄産業支援センターの落成式が、那覇市小禄で開かれた。県内産業振興の中核となる施設で、設立は県経済界の二十年来の懸案だった。

＜Memo＞　センターは七階建てで、延べ床面積が一万五千四百三十九平方㍍。総事業費は約四十三億円。ＩＴ（情報技術）関連人材育成のための研修施設も設ける。 

　入居予定団体：県経営者協会や県工業連合会、県中小企業団体中央会、県商工会連合会、県中小企業家同友会のほか、県産業振興公社、沖縄観光コンベンションビューロー、県信用保証協会

　http://www.okinawa-ric.or.jp/

	2001年4月28日
沖縄ＧＩＳ研究開発支援センター

国
	地理情報を活用へ／沖縄ＧＩＳ研究開発支援センターが開所／環境保全など応用 

　ＴＡＯの沖縄ＧＩＳ研究開発支援センターが設立された。
＜Memo＞国内三番目の地理情報研究機関。地図情報を住民台帳や街の景観など組み合わせて、行政計画の策定や救急医療、防災対策などに応用。

　http://www.oki-gis.tao.go.jp/

	2001年5月1日

沖縄経済同友会　
	沖縄経済同友会報告書／ＩＴ産業創出／キーワードは映画と健康 

　沖縄経済同友会は、報告書「ＩＴ活用による新産業の創出に向けて～オキナワ型産業の確立～」をまとめた。ＩＴ（情報技術）を活用した二十一世紀の新産業は「琉球映画アイランドプログラム」と「ウエルネス総合産業」に可能性があるとした。

＜Memo＞ＩＴ産業創出の戦略

· 映画のロケ誘致や渉外を担当する「フィルムオフィス」を設置する。

· 国内では神戸市が国際フィルムコミッショナーズ協会から正式登録され、大阪や東京、福岡も設置に向けて動きだしている。 

· 県内ＩＴ関連施設を統括する「ＩＴｓ」（仮称）を設立する。 

· 「フィルムスクール」を設立し技術者やクリエーターを養成する。 

＜Memo＞沖縄経済同友会のURLなし。  

	2001年5月4日

総合事務局調査報告書
	総合事務局調査報告書／ＩＴ活用／県内はまだ初歩段階 

報告書骨子。「県内は初歩的導入段階にあり、経営に直結していない。しかし、パート、契約社員、中途採用の増加など雇用流動化の動きがうかがえる」。 

＜Memo＞九州各県の一企業当たりのパソコン保有台数（一九九九年）をみると、県内は八十五台で、トップの福岡県の四百九十四件に比べ低水準にあり、九州・沖縄八県のうち七番目。県内のパソコン普及率は二〇・六％で全国平均の三七・七％に比べ普及していない。  

	2001年5月11日
	宮古マルチメディアセンター開所／地域ＩＴの拠点へ

	2001年5月17日

沖縄インターマップ　那覇市
	沖縄インターマップが県内版電子地図を開発／独自情報入力も可能に

　ゼンリンのカーナビ・ソフトなどを制作する沖縄インターマップは、県内全域の地図データを備えたソフト「Ｚｍａｐ―ＴＯＷＮⅡ」を完成。

	2001年5月29日

レキオネット
	レキオネットが発足／産官学で協力支援 

　有望ベンチャー企業を産官学が協力して支援する県内初の任意団体・レキオベンチャーネットワーク（略称レキオネット）の設立総会が開かれた。 

＜Memo＞琉球、沖縄、沖縄海邦、沖縄電力、沖縄セルラー電話、オリオンビール、金秀本社、サンエー、大同火災海上保険の県内大手企業九社が協力会員。琉球大、沖縄国際大、東京証券取引所、ナスダックジャパンがオブザーバー会員。 

	2001年6月2日

ビジョン沖縄コールセンター

沖縄市　


	ビジョン沖縄オープン／沖縄市にコールセンター／今後３年間で４００人雇用

　ビジョン沖縄コールセンター（中本新一）が沖縄市にオープン。今後三年間で四百人の雇用を目指している。

＜Memo＞沖縄市へのコールセンター進出はＫＤＤＩ、トランス・コスモス・シーアール・エムに続いて三社目。　　http://www.vision-net.co.jp/vision/vis000j.htm　

	2001年6月2日

ＫＤＤＩ沖縄

那覇市
	ＫＤＤＩ沖縄設立／データセンター事業に本格参入 

　ＫＤＤＩの沖縄支店と那覇ネットワークセンターの業務を統合したもの。 

	2001年6月3日　
インターネットタウンマガジン沖縄王
	インターネットタウンマガジン「沖縄王」創刊／ヤング対象

　電子雑誌「インターネットタウンマガジン沖縄王」（西野浩史編集長）が創刊された。沖縄の若者を対象に娯楽性の高い情報を毎日提供。

	2001年6月4日
那覇市
	那覇「電子市役所」実現へ／ＩＴ戦略・推進本部発足

那覇市は二〇〇三年をめどに、インターネットを利用して住民票などの申請、公共施設の予約、入札ができるところまで、情報環境を整える。

	2001年6月5日

沖縄電力、りゅうせき、日本テレコム　那覇市
	沖電、ＩＴ本格参入／無線ＬＡＮ展開 

　沖縄電力（仲井真弘多）は、りゅうせき（太田守明）、日本テレコム（東京、村上春雄）と共同出資で新会社を設立し、ＩＴ産業に本格参入する。 

	2001年6月7日


	県産業振興公社調査／情報化投資実現企業は３９％／人材育成の重要性指摘 

　県産業振興公社は県内中小企業経営者のＩＴに関する意識調査をまとめた。情報化投資したのは三八・六％、ホームページ開設済みは一九％にとどまった。

＜Memo＞情報化の課題としては「人材不足」が三五・七％、「限られた者しか操作できない」も三三・二％あり、人材育成の必要性が浮き彫りになった。 

	2001年6月7日

ＯＴＮｅｔ　

那覇市
	ＯＴＮｅｔ／増収増益の好決算／ 

　沖縄電力グループの沖縄通信ネットワーク（ＯＴＮｅｔ）の当期利益は五億二千二百万円で、一五八三・九％増と驚異的な伸びを示した。 

＜Memo＞同社は専用線サービスを展開。コールセンターの本土―沖縄間回線の大半を獲得した上、各市町村や学校のインターネット事業にも参入するなど、積極的な営業が功を奏した。 

	2001年6月13日
県情報産業協会
	県民のＩＴ意識実態調査／ネット利用２４％弱

　県情報産業協会の調査では、県民のインターネット接続率が２３・８％と、総務省全国調査の３４・０％を約１０ポイント下回っていることが分かった。

＜Memo＞不足している人材は次の通り。

· 基礎的なシステムトラブルに対応できる人材

· 情報システムを計画・立案できる人

· ハードの課題は次の通り。

· インターネット接続料の低減

· 情報通信回線敷設への公的支援

· 公民館、図書館へのＩＴ関連機器整備

	2001年6月22日

台風時観光客対策協議会　
	台風時観光客対策協議会／台風時もネットで／ホテル空室、空の欠航も 

　台風時観光客対策協議会は、台風時に携帯電話やパソコンで欠航や臨時便情報などが閲覧できるサービスを本格運用することを決めた。 

	2001年6月27日

ＯＣＣ　浦添市
	ＯＣＣがＩＳＯ９００１を取得／県内ソフト会社で初 

　製造メーカーを除いた県内のソフトウエア会社では初の取得。

	2001年6月29日

マルチメディ・モデルスタジオ　県
	県マルチメディア・モデルスタジオが那覇市にオープン 

＜Memo＞ＴＡＯの研究開発事業。県のスタジオにはハイビジョン制作ができるシステムが完備され、東京と同時進行で高度な画像処理が可能に。 

	2001年6月29日

沖縄総合事務局


	総合事務局／ＨＰ「うちなーむん」開設／県産品ネットで紹介 

　沖縄総合事務局は、六十種の県産品を紹介するホームページ「うちなーむん～沖縄の地場産品」を設けた。 

＜Memo＞県産品の評価や生産の推移などを説明。しかし、下のサイトはpdfファイルであるので、利用しづらいところが難である。

http://ogb.go.jp/okizaimu/keizai/jiba_sanngyou/welcome.htm

	2001年7月5日

サンエー
	就職人気企業調査／サンエー初のトップ 

　「就職人気企業調査」で、サンエーが初めてトップに立った。昨年まで１１年連続首位だった沖縄電力は二位に。

＜Memo＞その他のＩＴ（情報技術）関連企業

三位、沖縄富士通システムエンジニアリング。３９位から急上昇

四位、国際システム

五位、沖縄日立ネットワークシステムズ

七位、ＣＳＫシステムズ沖縄

	2001年7月6日

日本ＩＢＭ沖縄センター　

那覇市　
	日本ＩＢＭ沖縄センター開所／年末までに４００人体制へ 

　ＩＢＭ沖縄センターが開所式を開いた。従来の顧客対応窓口に加え、営業支援機能や事務処理機能も新たに担う。

＜Memo＞同社では沖縄を川崎、幕張に次ぐ国内第三の拠点に位置付けている。四十人で発足した人員は年末までに四百人へ拡大する見込み。 

	2001年7月11日

琉球大学
	琉球語音声ＤＢが完成／琉大／首里方言など３万３千語収録

　琉球大学は「琉球語音声データベース」を完成した。今帰仁方言、首里・那覇方言約三万三千語が音声で収録されている。

＜Memo＞　http://ryukyu-lang.lib.u-ryukyu.ac.jp/

	2001年7月12日

ファースト・ライディング・テクノロジー（ＦＲＴ）

浦添市　
	ＩＴ関連の新会社、ＦＲＴ社を設立 

ファースト・ライディング・テクノロジー（ＦＲＴ）が設立された。同社は、無線を中心とするブロードバンドインターネット事業を展開し、インターネットデータセンター事業とコールセンター事業を行う。 

＜Memo＞沖縄電力、日本テレコム、マリーンシステムアソシエイツ、りゅうせきの共同出資。無線商業サービスは全国初。

	2001年7月13日

マグナ・デザイン・ネット

那覇市　　
	那覇市にＬＳＩ設計会社を発足／マグナ・デザイン・ネット 

　大規模集積回路（ＬＳＩ）を設計するベンチャー企業マグナ・デザイン・ネットが設立された。

＜Memo＞県内でハードウエアを開発する初の企業。２年後に本格化するデジタル放送に備え、車など高速移動体でも高画質でデジタル放送が受信できるＬＳＩの開発とＬＡＮの中心部分をさらに高速化するＬＳＩの開発の二本柱。 　http://www.magnadesignnet.com/jp/

	2001年7月17日

ＣＳＫコミュニケーションズ

那覇市　
	ＣＳＫ／コールセンター新システム稼働／日本オラクルのソフト導入 

　ＣＳＫコミュニケーションズは、日本オラクルの顧客管理ソフトによる新しいコールセンターのシステムを稼働している。

＜Memo＞新システムは、次のような特徴があり、コールセンターを労働集約型から知識集約型にシフトさせるねらいがある。

· 顧客情報を蓄積することで、マーケティング、営業、サービスの保守・管理などへ活用。

· 電子メール、インターネット、携帯電話など多様な情報端末に対応。

· 顧客がホームページ上で問題を自己解決できるようになる。

	2001年7月19

宮古工　

平良市
	宮古工に電気情報科／県立４高校で学科改編 

　宮古工業は電気科を電気情報科とし、同科に情報技術、電気技術の二コースを設け、離島では唯一の関連学科を新設することになった。 

	2001年7月21

沖縄テレメッセージ
	沖縄テレメッセージ／ＡＤＳＬ事業に参入 

　沖縄テレメッセージはＡＤＳＬ（非対称加入者線）事業に参入すると発表した。ＮＴＴ西日本沖縄支店に次いで県内では二番目。 

＜Memo＞　http://www.okitele.ne.jp/otc/1.htm

	2001年7月26日

ＯＣＣ　企業
	ＯＣＣがソフト開発／社内情報を効率良く管理

　ＯＣＣは社内のスケジュール、仕事の進ちょく状況などをＬＡＮやインターネット上で効率良く管理するソフト「ウェブマジック　バージョン２・０」を開発した。

	2001年7月27日

　県


	稲嶺知事／「電子立県」を宣言／人材育成、就職まで一貫支援 

　稲嶺恵一知事は、「ｅ―ｉｓｌａｎｄ（イー・アイランド）宣言」を発表した。知事は「宣言を実現していくには、人材の育成が重要な課題。沖縄県の自立に向けた持続的発展に大きく貢献する」と人材育成を積極的に進めることをアピール。

＜Memo＞宣言は、「県マルチメディアアイランド構想」（情報通信産業の振興と集積）、「県総合行政情報通信ネットワーク」（情報通信基盤の整備、地域の情報化）、「県行政情報化推進計画」（行政の情報化、電子県庁）など、ＩＴ関連施策の上位計画となり、具体的に（１）人材育成（２）ＩＴ産業の振興（３）情報通信基盤の整備（４）地域の情報化（５）行政の情報化、電子県庁などを推進する。 

　今までの構想は行政側の掛け声だけが先行し、学校、企業、地域、一般市民グループとの連携には欠けていた。教育界、企業、地域、一般のボランティアが一体となった運動必要だ。

	2001年7月27日　

安心ダイヤル

那覇市
	安心ダイヤル／コールセンター開所／将来、従業員５００人体制に

　安心ダイヤルのコールセンターが那覇市に開設された。初年度の従業員数は百人。最終的には五百人体制にする。 

＜Memo＞安心ダイヤルは大東京火災海上保険と千代田火災海上保険が合併して設立したあいおい損害保険の関連会社。同センターは県内二十番目のコールセンター。情報関連企業全体の立地では三十五社目。交通事故の際、現場処理の担当者、コールセンター、顧客が三者間通話で事故処理を進めるシステムを導入。

	2001年8月10日

ＬＥＡＤ・ジャパン　
	自然保護プログラム作成／アジアのＮＧＯに生かす

　ＬＥＡＤジャパン・プログラムが、県内の地理情報システム（ＧＩＳ）施設と本島北部のフィールド調査で得られた結果を基に、「アジアのＮＧＯのための亜熱帯自然保護フィールド調査研修プログラム」を作成する。

＜Memo＞ＬＥＡＤは米国ロックフェラー財団の主導により創設された非政府・非営利プログラムで、環境と開発の調和に取り組む人材を育成する。森林の伐採、赤土の流出、サンゴの減少といった県内の環境問題に焦点を当てた調査を行う。ＬＥＡＤのプログラムで蓄積される調査結果やノウハウは、県のマルチメディアアイランド構想のソフトウエア開発事業に活用される予定。

＜Memo＞　http://readlead.sfc.keio.ac.jp/LEAD/

	2001年8月20日

名桜大メディアセンター　名護市　
	名桜大メディアセンターが稼動／情報発信の拠点目指す

　名桜大学メディアネットワークセンターが、活動を始めている。同センターはＩＴ関連の人材育成、情報発信のほか、北部地域の拠点を目指す。

	2001年8月22日
	フロム沖縄／会員数は一二〇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二〇〇一年現在の会員数は一二〇

＜Memo＞　→注）フロム沖縄の会員

	2001年9月5日

国際テレコメット那覇市　　
	国際テレコメットが沖縄支店を開設／ＫＤＤＩグループ 

　ＫＤＤＩのグループ会社の国際テレコメットが那覇市に開設。

＜Memo＞同社大阪支店に次ぐ国内二番目の支店で、情報通信ネットワークの構築や運用、保守などの業務を行う。　http://www.k-solutions.co.jp/

	2001年9月25日

沖縄セルラー

那覇市
	沖縄セルラー／契約３０万台を突破

　沖縄セルラー電話は携帯電話の契約台数が３０万台を突破したと発表した。 

＜Memo＞同社は一九九一年に設立。九三年一二月に１０万台、九九年には２０万台を突破した。 http://www.okinawa.cellular.co.jp/paradise2/prof-new/kaisya-gai6.html#2

	2001年9月26日

マルチメディア館名護市　
	マルチメディア館新規入居企業／進出理由は低コスト／６社代表が事業展開説明

　マルチメディア館に、入居予定企業六社の代表らが、入居後の事業展開などを説明した。

＜Memo＞新規入居する企業は次の通り。ありあけ（浦添市、比嘉利和）、沖縄映像センター（那覇市、玉城惇博）、システムハウスくまくん（奈良県、岡山琢也）、国際システム（那覇市、南郷辰洋）。外資系では、韓国最大手のコリアテレコムの一〇〇％出資子会社コリアテレコム・ジャパン（東京、文幸奎）、香港の証券会社の子会社ユナイテッド・ワールドインベストメント・ジャパン（東京、矢野正）で、計六社。

	2001年9月30日

沖縄総合事務局　県
	沖縄総合事務局／遺跡や文化を紹介／「琉球歴史回廊」ＨＰを開設 

　沖縄総合事務局は、グスクなど遺跡を中心に沖縄の歴史、文化の拠点をつないだ「琉球歴史回廊」を開設。 

＜Memo＞　http://www.melfirst.co.jp/kairo/index.html  

	2001年9月30日

エフケイ

名護市　
	エフケイ／北部地域でＡＤＳＬ事業／韓国企業と本格協力／

　エフケイは、本島北部地域でＡＤＳＬサービスを始める。

＜Memo＞エフケイは、「やんばるネット」の名称でプロバイダー事業を展開。地域レベルの民謡大会や豊年祭活動などの地域情報をインターネットテレビを通して発信。　http://www.yanbaru.ne.jp/

	2001年10月13日


	ｉＤＣセミナーで高木氏講演／東京のバックアップ拠点に 

　インターネット・データセンター（ｉＤＣ）の沖縄への立地可能性について高木氏「沖縄は海底ケーブルが多く陸揚げされ、光ケーブルの整備も進んでいるなど、東京に集中するデータセンターのバックアップ拠点として優れている」 

＜Memo＞ｉＤＣは大量の情報をコンピューターに保管、管理する設備で、高速の通信回線や高度の管理システムを持つ。情報の安全性も高い。

	2001年11月1日

ＯＴＮｅｔ　

那覇市　
	ＯＴＮｅｔ／高速イーサネット開始／県内初のサービス／那覇など中南部対象 

　ＯＴＮｅｔは、企業の本社と支社・支店のＬＡＮ（構内情報通信網）を互いに接続する高速イーサネット・サービスを県内で初めて、本島中南部地域で開始。 

＜Memo＞月額使用料は従来の同程度のサービスと比較して三分の一程度に抑える。http://www.powernets.co.jp/otn/index.htm

	2001年11月3日

大学院大学
	大学院大学構想／黒川洋一／競争原理は機能しない」

黒川教授「競争原理を持ち込むよりも、環境特色に根ざした自然科学技術の方向性を目指すべきだ」

＜Memo＞八重山出身の黒川教授は大学院大学設立を一九九七年からいち早く新聞紙面を通じて提唱してきた。 黒川教授の提唱する課題。

· 海水の低コスト淡水化や熱帯・海洋性気候のエネルギー変換といった資源活用の技術開発

· 亜熱帯動植物の遺伝子情報の蓄積

· 資源、バイオ、環境についての情報処理とソフト開発

	2001年11月5日

ＩＴフォーラム
	ＩＴフォーラム／ネット活用で新市場へ、農漁業の活性化も

　大寺広幸沖縄総合通信事務所長は「ネット整備が進む全国自治体の実に５％が沖縄の自治体。情報インフラの整備が集中して行われている」とＩＴビジネスが今後、飛躍する可能性を示した。 


	2001年11月8日
	就職希望トップはIT

2位は公務員、3位は観光関連

	2001年11月28日

沖縄県ＩＴ関連東京共同事務所

企業　
	県内５企業入居／東京共同事務所が開所 

　県内のＩＴ関連企業五社が入居する「沖縄県ＩＴ関連東京共同事務所」の開所式が、東京都中央区内で行われた。

＜Memo＞入居企業は次の通り。ハーベル（那覇市）、ジーエヌエー（那覇市）、情報システムヘルパー（宜野湾市）、ソフトウェア・リンク（那覇市）、ステーション・ピー（浦添市）　http://www.rik.ne.jp/stationp/index_tokyo02.html

	2001年11月29日

レイメイコンピュータ

宜野湾市　
	中小企業研究センター賞／レイメイコンピュータ／技術開発奨励賞を受賞 

　中小企業研究センター賞に県内から初めてレイメイコンピュータが選ばれた。

＜Memo＞レイメイコンピュータは、売り上げ管理、顧客管理、レジ機能を一体化させたパソコンＰＯＳのソフトを顧客のニーズにあわせ、きめ細かいセミオーダー式で開発。 　http://www.reimei.co.jp/

	2001年11月29日

糸満市共同利用センター　糸満市　
	アニメやＣＧ研究開発へ／糸満市に共同利用施設 

　沖縄情報通信研究開発支援センター・糸満市共同利用センターが糸満市マルチメディアテクノセンター内に開設。

＜Memo＞アニメやＣＧの制作、研究開発などを行う。県内には那覇市の沖縄情報通信研究開発支援センターを核に名護市、北谷町に分室があり、糸満市は三つ目の分室となった。

	2001年12月1日

ＯＣＣ

浦添市
	ＯＣＣ／リナックス社と業務提携／システム開発など展開 

　ソフトウエア開発のＯＣＣ（浦添市、山根健次郎）と日本オラクルの子会社、ミラクル・リナックス社（東京都）は、業務提携を結んだ。リナックスを使ったシステム開発や技術支援などを展開する。ＯＣＣは二年以内に二百人のリナックス技術者を育成、業務に当たる。 

＜Memo＞WindowsからUNIXへ沖縄の自治体が移行できれば、IT財源の大幅節約となる。すでに沖縄市ではUNIXを使用している。　http://www.occ.co.jp/

	2001年12月2日

おきなわいち


	日曜評論／ｗｅｂサイト「おきなわいち」／ 

「おきなわいち」では現在四十以上の店舗が商品を陳列している。ＮＴＴコミュニケーションズ社のシステムユーザー会で、全国百以上の中から選ばれて第一回の「ショップオブマンスリー」（月間最優秀）を受けた。

＜Memo＞このサイトで一番売れているのは沖縄音楽のＣＤ。上地哲社長は「社会が癒（いや）しを求め、沖縄はそのニーズに合った物産や文化を提供できた。『わした』が成功したのもそのためです」という。http://www.okinawa1.co.jp/

	2001年12月18日

フロム沖縄　

県　
	フロム沖縄／観光サイトで情報一元化を提言 

　フロム沖縄推進機構は、ＩＴを活用した沖縄観光振興プランをまとめ稲嶺知事に提言した。

＜Memo＞「沖縄観光総合ポータル（玄関）サイト」の設置や、３Ｄ画像でバーチャルダイビングや観光が楽しめる雨天時対応施設「バーチャル沖縄館」の創設などを提案している。しかし、観光やＩＴ産業の振興はどの県でもやっていること。大事なことは、沖縄独自のグランドデザインを創造することである。 

	2001年12月20日

大学院大学
	宇井純／大学院大学／世界のトップクラスは可能／遺伝子バンクづくりで優位 

「平和、環境、健康、福祉といった基本的な問題に取り組むことの他に、熱帯、亜熱帯に必要な研究をすれば、世界のトップクラスになるのはそれほど難しいことではない。遺伝子バンクに絶滅にひんした動植物を保存しておくことがいずれ必要になる。」

＜Memo＞湿潤な亜熱帯といえばハワイと沖縄ぐらいしかない。その活用を。

	2001年12月20

レキサス

宜野湾市
	レキサスとライコスジャパンが技術協力／個人情報管理ツール開発

　レキサス（宜野湾市）は、「ＬＹＣＯＳ　Ｊａｐａｎ」の機能の一部の開発で、ライコスジャパン（東京都、吉田和）社と技術協力したことをこのほど発表した。

＜Memo＞現代では大量のアクセスがあっても安定したサービスを提供する高い技術力が求められており、大手と技術協力したことが技術力アップにつながることが期待される。

	2001年12月26日

国際海洋環境情報センター　

名護市
	ＩＴ産業／海洋センターが開所／名護市に企業集積進む 

　名護市国際海洋環境情報センターが開所した。「海洋科学技術センター」が集積する数値データをビジュアル化し、インターネットなどで発信する。

＜Memo＞ http://www.yanbaru.ne.jp/~jamstec/top.html

	2001年12月30日

ＣＳＫコム　

那覇市　
	ＣＳＫコムが上場／県内企業で６社目 

　コールセンター事業のＣＳＫコミュニケーションズ（ＣＳＫコム）は、ナスダック・ジャパン市場に上場した。県内企業の上場は六社目。


注）：フロム沖縄会員

　　１　　　沖縄電力株式会社 　

　　２　　　琉球大学工学部 

　　３　　　沖縄県

　　４　　　社団法人沖縄県情報産業協会

　　６　　　沖縄県ソフトウェア事業協同組合

　　７　　　沖縄県地理情報システム協議会

　　８　　　沖縄県マルチメディアコンテンツ共同組合

　　９　　　喜屋武盛基（沖縄大学教授）

　１０　　　社団法人テレコムサービス協会沖縄地区協議会

　１１　　　株式会社トロピカルテクノセンター

　１２　　　財団法人沖縄県産業振興公社

　１３　　　デジタル社会総合研究所

　１４　　　財団法人南西地域産業活性化センター

　１５　　　社団法人日本青年会議所　沖縄ブロック協議会

　１６　　　西日本電信電話株式会社　沖縄支店

　１７　　　ケイディーディーアイ株式会社　沖縄支店

　１８　　　沖縄通信ネットワーク株式会社

　２０　　　沖縄県教育庁

　２１　　　株式会社琉球銀行

　２２　　　株式会社沖縄銀行

　２３　　　嘉手納町役場

　２４　　　合資会社仲西自動車サービスステーション

　２５　　　株式会社デジタルジャパネット

　２６　　　株式会社琉球リアル

　２７　　　沖縄タイムス社株式会社

　２８　　　リュウアイ・ソリューション株式会社

　２９　　　アイオニクス沖縄株式会社

　３０　　　株式会社データ・プロ

　３１　　　株式会社デジタルメディアファクトリー

　３２　　　株式会社アドバンテック

　３３　　　株式会社沖縄映像センター

　３４　　　株式会社沖縄エジソン

　３５　　　沖電情報サービス株式会社

　３７　　　株式会社オーシーシー

　３８　　　沖銀システムサービス株式会社

　３９　　　有限会社 エグゼカティブ・リンク

　４１　　　有限会社琉球出版社

　４２　　　株式会社ありあけ

　４３　　　株式会社オーシーオー

　４４　　　有限会社アース探査

　４５　　　沖縄日本電気ソフトウエア株式会社

　４６　　　沖縄富士フイルム販売株式会社

　４７　　　沖縄ケーブルネットワーク株式会社

　４８　　　琉球放送株式会社　

　４９　　　株式会社アステル沖縄

　５０　　　株式会社日立製作所沖縄支店

　５２　　　琉球セメント株式会社　　　

　５３　　　株式会社　国場組

　５５　　　オリオンビール株式会社

　５６　　　株式会社リウコム

　５７　　　日本電気株式会社　沖縄支店

　５８　　　ＮＴＴアドバンステクノロジ株式会社　沖縄営業所

　５９　　　沖縄マルチメディア開発株式会社

　６０　　　コア情報システム有限会社

　６１　　　松下電器産業株式会社沖縄支店

　６２　　　株式会社森山写真商会

　６３　　　株式会社沖縄富士通システムエンジニアリング

　６４　　　株式会社国際システム

　６６　　　東邦電気工業株式会社 沖縄支社

　６７　　　光電気工事株式会社

　６９　　　株式会社国建システム

　７０　　　株式会社プロスタッフ

　７１　　　アジア航測株式会社沖縄営業所

　７２　　　沖縄コールセンター株式会社

　７３　　　中村循環器科内科

　７４　　　京セラコミュニケーションシステム株式会社　沖縄営業所

　７５　　　琉球新報社

　７６　　　株式会社シｰ・エス・ネットワーク沖縄

　７８　　　株式会社ビジネスランド

　７９　　　株式会社りゅうせきビジネスサービス

　８０　　　株式会社クレスト

　８１　　　株式会社おきなわ情報ドットコム

　８２　　　デイエツクスアンテナ株式会社

　８３　　　沖縄ナショナル特機株式会社

　８４　　　株式会社沖縄　C　S　K

　８５　　　日本鋼管株式会社　沖縄支社

　８６　　　沖電気工業株式会社 沖縄支店

　８７　　　株式会社バスプラスワン

　８８　　　株式会社沖縄デジタルセンター

　８９　　　株式会社日本アドバンストシステム沖縄営業所

　９０　　　国際電子ビジネス専門学校

　９１　　　株式会社ＮＴＴデータ　沖縄プロジェクト室

　９３　　　株式会社サン・エージェンシー

　９４　　　株式会社りゅうせき

　９５　　　株式会社創和ビジネス・マシンズ

　９６　　　株式会社COSMOS　 NET　COMMUNICATIONS

　９７　　　沖縄インターマップ株式会社

　９８　　　株式会社電通沖縄

　９９　　　有限会社ホテルオペレ－ションシステムズ

１００　　　株式会社沖縄計画研究所

１０１　　　株式会社人材派遣センターオキナワ

１０２　　　有限会社南西マイクロ

１０３　　　株式会社エンタ－テインメントおきなわ

１０４　　　那覇市役所

１０５　　　株式会社エマエンタ－プライズ

１０６　　　株式会社博報堂那覇支社

１０７  　　株式会社アイエムアイコーポレーション

１０８　　　イーコネクション株式会社

１０９　　　株式会社東芝沖縄支店

１１０　　　株式会社アクティブ

１１１ 　　 有限会社産創研

１１２　　　沖縄県デジタルアーカイブ事業共同組合

１１３　　　宜野湾市役所

１１４　　　学校法人　那覇情報学院

１１５　　　沖縄日立ネットワークシステムズ

１１６      沖縄情報経理専門学校

１１７      オリックスコールセンター株式会社

１１８      有限会社ジャスミンソフト

１１９      ＮＨＫエンタープライズ２１ デジタル総合研究センター

１２０      沖縄市役所
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